
１１近総人 第 ７７号

平成１１年 ３月 ９日

最終改正平成 20･06･02 近畿人第４号

平成２０年６月１６日

大学等に在籍する学生の、近畿経済産業局研修生としての受入れに

関する実施要領

（目的）

第１条 大学、大学院、短期大学、工業高等専門学校（以下、「大学等」という。）

に在籍する学生（以下「学生」という。）に就業体験を行わせ、もって大学等に

おける教育機能の強化と創造的な人材育成及び経済産業行政についての理解の

増進に資することを目的とする。

（研修対象者）

第２条 研修生は次に掲げる基準に該当すると認められた者とする。

(1)研修の成果を今後の教育研究活動に反映できる能力と資質を有する者。

(2)服務規律を遵守することが確実であるとの信用が十分あると判断された者。

（身分等）

第３条 研修生の身分は近畿経済産業局研修生とし、給与、諸手当及び公務災害補

償その他研修に係るすべての経費は、原則として学生を派遣する大学等又は研修

生派遣実施機関（以下、「インターンシップ実施機関」という。）若しくは研修

生個人の負担とする。

（研修期間）

第４条 本実施要領の対象となる研修期間は、原則として、１年を超えないものと

し、必要に応じ、インターンシップ実施機関と近畿経済産業局が協議の上決定す

る。

（研修時間）

第５条 研修時間は、原則として月曜日から金曜日までとし、研修生と研修生の指

導、監督等を担当する職員（以下、「研修指導官」という。）が一般職の職員の

勤務時間、休暇等に関する法律（平成６年法律第３３号）及び職員の勤務時間、

休暇等に関する訓令に規定する勤務時間帯から協議の上決定しなければならな

い。

ただし、研修指導官が必要と認める場合には、上記時間外においても研修を実

施することができる。



（服務）

第６条 研修生は、研修期間中は専ら所定の研修に従事し、研修目的の達成に努め

るものとする。

２ 研修生は、研修期間中、近畿経済産業局職員が遵守すべき法令及び規則等に従

うとともに、研修指導官の指導、監督等に従うものとする。

３ 研修生は、研修中に知り得た情報（公開されているものを除く。）の開示につ

いては、研修指導官の指示に従わなければならない。研修終了後においても同様

とする。

４ 研修生は、休暇、病気等のため予定されていた研修を受けられない場合には、

あらかじめ研修指導官にその旨連絡しなければならない。やむを得ない場合は、

事後速やかに研修指導官にその旨連絡しなければならない。

５ 研修生は、研修の成果として論文等を外部へ発表等する場合には、事前に研修

指導官の承認を得なければならない。

（秘密の保持）

第７条 国家公務員法第１００条に基づき、研修の内容は、経済産業政策上漏洩す

ると重大な影響を与える情報等秘匿性の高い情報（以下「秘密情報」という。）

を扱うものとなってはならない。また、秘密情報に接しうる状況に研修生をおい

てはならない。

（誓約）

第８条 研修生は、別途定める内容の服務規律の遵守に係る誓約をしなければなら

ない。

（研修生の受入依頼及び決定）

第９条 インターンシップ実施機関の長は、別途定める様式による研修生受入れ協

議書を近畿経済産業局長（以下「局長」という。）に提出する。局長は本実施要

領の趣旨を勘案して、研修生の受入の可否を決定し、その結果を当該インターン

シップ実施機関の長に通知する。

２ 局長は、受入の可否を決定するために必要な研修生に関する情報を当該インタ

ーンシップ実施機関の長に請求することができる。

（研修計画）

第１０条 大学等学生受入研修を実施する場合には、研修指導官は大学等学生受入

研修の内容及び期間等を定めた計画を定めることとする。

（研修の中止）

第１１条 局長は、研修生が第６条の服務に従わない等研修態度等に問題がある場

合、研修を継続することにより業務に支障を生じ、若しくは支障を生じることが

予見できる場合又は当該研修の目的を達成することが困難であると認める場合

には、研修期間終了前であっても、研修生の受入を中止することができる。この



場合、局長は事前又は事後にその旨をインターンシップ実施機関の長に通知す

る。

（雑則）

第１２条 この要領に定めるもののほか当該研修の実施に関し必要な事項は、別途

細則で定める。

（施行）

第１３条 この要領は、平成１１年３月９日から施行する。

附 則

この改正は、平成１３年１月６日から施行する。

附 則

この改正は、平成２０年６月１６日から施行する。
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大学等に在籍する学生の、近畿経済産業局研修生としての受入れに

関する実施細則

（研修生の受入れ）

第１． 研修生の受入れについては、インターンシップ実施機関の長から提出さ

れた協議書をもとに近畿経済産業局において面接を実施し、その可否を決定す

る。

２ 研修生の研修を行う部局については、近畿経済産業局総務企画部総務課長（以

下、「総務課長」という。）が決定する。

（研修生に対する指導等）

第２． 総務課長は、研修の円滑かつ適切な実施を図るため、当該部局内におい

て、その受入れる研修生の指導、監督、助言を担当する職員（以下「研修指導

官」という。）を指名する。

２ 研修指導官は原則として、研修生の受入れ課(室)長とする。

（受入れ課室の役割）

第３． 研修指導官は、インターンシップ実施機関の長から研修結果について報

告を求められたときは、これを作成し、インターンシップ実施機関の長および

総務課長に報告書を提出する。

（休暇）

第４． 研修生は原則として研修期間中に休暇を取得することはできない。ただ

し、やむを得ない理由により研修に出席できない場合は、事前にその旨を研修

指導官に届けでるものとする。

２ 研修生は理由の如何を問わず研修実日数の２割を超えて研修に出席しない

場合は、大学等学生受入研修実施要領第１１条「当該研修の目的を達成するこ

とが困難であると認める場合」に該当し、研修を中止することができる。

（旅費）

第５． 研修生に係る赴任、研修に要する費用は、インターンシップ実施機関又

は研修生個人が負担する。



（災害補償）

第６． 研修生の公務災害及び通勤災害に対する補償は、インターンシップ実施

機関において行う。研修生が研修期間中に研修に係る業務上の事由又は通勤に

より、負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合には、総務課長は遅滞なくイ

ンターンシップ実施機関の長に必要な事項を通知する。

（雑則）

第７． 要領及びこの細則に定めるもののほか、当該研修の実施に関し必要な事

項は、必要に応じ、インターンシップ実施機関と協議の上、別途定める。

（施行）

第８． この細則は、実施要領と同日に施行する。

附 則

この改正は、平成１３年１月６日から施行する。

附 則

この改正は、平成２０年６月１６日から施行する。




